
事業群評価調書（令和４年度実施）

3-1 小川　雅純

4

① 3,761,209

基準年 R3 R4 R5 R6 R7 最終目標（年度）

目標値① 22,057千人 21,873千人 21,684千人 21,490千人 21,362千人
21,362千人

（R7）

実績値②
22,739千人

(H30)
16,393千人 進捗状況

達成率
②／①

74% 遅れ

R2実績

R3実績

R4計画

1,870,898 1,139,833 7,824 【活動指標】 25 25 100%

2,276,609 1,553,769 7,790 25 25 100%

2,751,876 1,906,281 7,681 24

【成果指標】 100 100 100%

100 100 100%

― ― ― 100

基 本 戦 略 名 人口減少に対応できる持続可能な地域を創る 事業群主管所属・課(室)長名 地域振興部　交通政策課

令 和 ３ 年 度 事 業 費 （ 千 円 ） 　※下記「２．令和３年度取組実績」の事業費（R3実績）の合計額

令和３年度事業の成果等

法令による
事業実施の
義務付け

県の裁量
の余地が
ない事業

交通事業者の安定的な運行（運航）を支援することにより、県民誰もが使いやすく安心して利用できる地域
公共交通を維持するとともに、市町の観光振興やまちづくりなどの地域戦略と一体となった交通ネットワーク
の確立に取り組みます。

ⅰ）航路維持等への支援
ⅱ）地域鉄道の維持等への支援
ⅲ）路線バスの維持等への支援
ⅳ）交流人口の拡大による公共交通の維持・活性化に向けた支援
ⅴ）離島航空路線の確保・維持等への支援
ⅵ）持続可能な地域公共交通網の形成に向けた支援

　　　　　　　　　　指　標 （進捗状況の分析）

離島・半島地域における公共交通利用者数

事
業
群

　路線バスや航路・航空路については、住民の重要な移動手段であること
から、運行（航）費の補助を行うなど、路線等の維持確保を図ってきた。ま
た、地域鉄道については、施設整備への支援を行い、施設の安全性を確
保し、安定的な運行を支援してきた。
　利用者数については、長引く新型コロナウイルス感染症の影響により、
令和２年度からは回復傾向にあるものの、令和３年度も輸送人員の大幅
な減少等により、成果指標の目標を下回った。
　引き続き、利用実態に応じた対応について検討し、地域公共交通の維
持を図っていく。

施 策 名 離島・半島等のくらしと交流を支える地域公共交通の確保 事 業 群 関 係 課 （ 室 ）

事 業 群 名 地域公共交通の経営安定とまちづくり、観光振興等の地域戦略との連携の促進

１．計画等概要

（長崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ2025　本文） （取組項目）

事業費　(単位:千円）

人件費
(参考)

事業実施の根拠法令等

○

交通政策課

1

取組
項目
ⅰ
ⅳ

うち
一般財源

事務事業名

所管課(室)名

生活航路改善対策事業

H7-

他の評価
対象事業

(公共、研究等)

離島航路整備法、地域公共交通確保
維持改善事業費補助金交付要綱

事業期間

２．令和３年度取組実績（令和４年度新規・補正事業は参考記載）

事
業
番
号

取
組
項
目

中
核
事
業

事業対象

①補助航路の欠損額について、国と地方自治体による補助を実
施した。
　2以上の市町を結ぶ航路：国、県で補助
　同一市町内補助航路：国、県、市町で補助
②補助航路を運航する事業者に運転資金の貸付を行った。
　・貸付利率　1.55％　貸付期間　1年

離島航路事業者

指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

主な指標

達成率

R2目標

R3目標

R4目標

R3実績

生活交通確保維持改
善計画の策定（航路）

地域公共交通確保維
持改善事業・事業評
価のＢ評価以上の航
路割合（％）

事業概要

令和３年度事業の実施状況
（令和４年度新規・補正事業は事業内容）

●事業の成果
・25航路のうち、A評価は12航路、B評価は13航
路と成果指標の目標は達成でき、住民等の移動
手段の確保を図ることはできた。（A評価：目標を
達成したもの B評価：目標を一部達成できな
かったもの）
●事業群の目標達成への寄与
・離島航路の維持は図られたものの、新型コロナ
感染症の影響により、利用者数が伸び悩んだた
め、目標の達成に寄与できなかった。

R2実績



78,196 78,196 3,912 【活動指標】 19 19 100%

71,389 71,389 3,895 12 12 100%

67,722 67,722 3,841 15

【成果指標】 0 0 100%

0 0 100%

― ― ― 0

89,591 89,591 3,912 【活動指標】 12 12 100%

81,872 81,872 3,895 11 11 100%

150,771 150,771 3,841 12

【成果指標】 0 0 100%

0 0 100%

― ― ― 0

297,812 212,791 7,824 【活動指標】 33 33 100%

209,823 209,823 7,790 36 36 100%

267,605 267,605 7,681 38

【成果指標】 95 55 57%

60 61 101%

― ― ― 65

【活動指標】 3 3 100%

3 3 100%

3

【活動指標】 1 1 100%

数値目標なし ― ―

1

【成果指標】 427 249 58%

423 292 69%

419

【成果指標】 5 5 100%

5 5 100%

― ― ― 5

生活交通確保維持改
善計画の策定（路線）

島原鉄道整備促進事業 沿線住民に安全な交通手段を提供するため、沿線自治体とと
もに、老朽化した島原鉄道の車両、レール等施設設備の更新等
の事業経費を助成した。

●事業の成果
・施設整備補助により、レール更新、マクラギ交
換など安全確保に必要不可欠な整備を支援する
ことで、島原鉄道の安全運行の確保に寄与する
ことができた。
●事業群の目標達成への寄与
・島原鉄道の安全運行の確保は図られたが、新
型コロナ感染症の影響により、利用者数は伸び
悩んだため、目標の達成に寄与できなかった。

施設整備計画に基づ
く整備内容項目数（項
目）

鉄道施設総合安全対策事業費補助
金交付要綱、訪日外国人旅行者受入
環境整備緊急対策事業費補助金交
付要綱H19- 施設の老朽化に起因

し た 輸 送 障 害 件 数
（件）交通政策課 島原鉄道㈱

地方バス対策事業

地域公共交通確保維持改善事業費
補助金交付要綱

S47-

交通政策課

○ 3

取組
項目
ⅱ
ⅳ

364,394 7,681
離島航空路線の機体
更新数

離島航空路線利用者
数（千人）

地域公共交通確保維
持改善事業・事業評
価のＢ評価以上の路
線割合（％）

○ 2

松浦鉄道整備促進事業 沿線住民に安全な交通手段を提供するため、沿線自治体とと
もに、老朽化した松浦鉄道の車両、レール等施設設備の更新等
の事業経費を助成した。

●事業の成果
・施設整備補助により、レール更新、マクラギ交
換など安全確保に必要不可欠な整備を支援する
ことで、松浦鉄道の安全運行の確保に寄与する
ことができた。
●事業群の目標達成への寄与
・松浦鉄道の安全運行の確保は図られたが、新
型コロナ感染症の影響により、利用者数は伸び
悩んだため、目標の達成に寄与できなかった。

施設整備計画に基づ
く整備内容項目数（項
目）

鉄道施設総合安全対策事業費補助
金交付要綱、訪日外国人旅行者受入
環境整備緊急対策事業費補助金交
付要綱H18- 施設の老朽化に起因

し た 輸 送 障 害 件 数
（件）交通政策課 松浦鉄道㈱

○ 4

取組
項目
ⅲ
ⅳ

生活交通路線の維持を目的として経常欠損額及び車両購入
費の補助を実施した。

●事業の成果
・36路線のうち、A評価は５路線、B評価は17路
線と成果指標の目標は達成でき、住民等の移動
手段の確保を図ることはできた。（A評価：目標を
達成したもの B評価：目標を一部達成できな
かったもの）
●事業群の目標達成への寄与
・バス路線の維持は図られたものの、新型コロナ
感染症の影響により、利用者数が伸び悩んだた
め、目標の達成に寄与できなかった。

乗合バス事業者

取組
項目
ⅳ
ⅴ

○ 5

離島航空路線対策事業

1,374,937 280,937 7,824

①離島住民の旅客輸送の確保のための運航費への助成及び
重整備費用、機体購入費用のうち国の運航費補助の対象となら
ない経費に対する助成を行った。
②離島航空路線運航事業者への運営資金の貸付を行った。
③新型コロナウイルス感染症の影響が大きい離島航空路線の
安定化を図るため、収支悪化に対する緊急支援を実施した。

●事業の成果
・長引く新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、令和2年度からは回復傾向にあるものの、令
和3年度も利用者数が伸び悩み、目標を達成す
ることができなかった。
しかしながら、離島航空路線運航事業者の安定
的な運航を支援したことにより、離島の５路線を
維持し、住民等の移動手段の確保を図ることが
できた。
●事業群の目標達成への寄与
・離島航空路線利用者の移動手段の確保は図ら
れたが、新型コロナ感染症の影響により、利用
者数は伸び悩んだため、目標の達成に寄与でき
なかった。

生活交通確保維持改
善計画の策定（路線）

1,121,298 271,298 7,790

1,104,394

地域公共交通確保維持改善事業費
補助金交付要綱

H21- 離島航空路線の維持
路線数（ＯＲＣ運航路
線）交通政策課 県及び市町が出資している航空会社



0 0 7,824 【活動指標】 9 0 0%

218 218 7,790 9 0 0%

8,935 8,935 7,681 9

【成果指標】 8 8 100%

9 9 100%

― ― ― 15

ⅰ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

ⅱ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

ⅲ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

ⅳ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

ⅴ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

公共交通機関の利用者数は減少傾向にあり、公共交通の維持のためには、利用者数の減少に歯止めをかけることや交通
事業者の収益安定化が必要不可欠である。

各交通モードに対し経営安定化のための支援等を実施するとともに、高齢者等の地域住民
への利用促進やインバウンド等の観光需要の取り込みを推進することで、公共交通機関の利
用回数を増加させ、地域公共交通の維持・確保を図っていく。

離島航空路線の確保・維持等への支援

ORCに対する離島航空路線運航費補助金や重整備、機体購入に対する助成は、ORCの経営安定化及び離島路線の維持
に役立っている。しかし、ORCの経営は就航路線の利用者となる離島人口の減少に加え、飛行距離が短く離発着回数が多く
ならざるをえないという構造的な不経済性がある中、令和３年度は、長引く新型コロナウイルス感染症の影響による利用客の
大幅な減少を受け、より厳しい環境にある。

令和４年度から順次導入する機材更新の支援など、離島３市と連携しながら、ORCの更なる
経営基盤の強化に向けて、離島路線の維持・安定的な確保を図っていく。

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性
航路維持等への支援

離島航路は、離島住民の生活の安定及び産業の振興に不可欠であり、航路の維持と併せて利便性及び快適性の向上の
ため、所要の経営改善支援を行ってきたところであるが、地域人口の減少に伴い、利用者は減少傾向にあり、航路運営は引
き続き厳しい状況である。

　今後も国・県・市町・事業者等一体となって、住民の生活等に必要な航路の維持に努める。

地域鉄道の維持等への支援

施設整備補助金は、原則、事業者の負担の無いように国、県、沿線市町で補助している。令和４年度は、国から既定の補
助率1/3以内で補助されるが、車両検査に係る補助は1/6まで引き下げられている。また、これまでも、車両検査に係る補助
はほとんどなされておらず、それ以外の整備項目についても補助率の上限に達しない年度があった。これに伴い、県、沿線
市町は追加負担、事業者は事業の先送り等で対応している。

自治体連絡協議会や、第三セクター鉄道等道府県協議会の構成員として国への要望を継
続し、国の補助率上限での交付を訴えていく。
　また、今後も地域鉄道が維持できるよう、引き続き、沿線自治体との連携を図っていく。

路線バスの維持等への支援

路線バスの輸送人員は減少傾向にあり、学生や高齢者など地域住民の生活交通を維持確保する当該事業の役割は大き
いものであるが、生活交通路線の維持については、事業者の経営努力だけでは困難な状況である。

広域的・幹線的なバス路線については、国と県が、準広域的・準幹線的な路線については、
県と市町が連携して赤字補填を行い、路線の維持に引き続き努める。

交流人口の拡大による公共交通の維持・活性化に向けた支援

取組
項目
ⅵ

○ 6

地域公共交通再編推進
事業

令和3年度は、単独では地域公共交通計画を策定していない2
市（島原市、西海市）及び、改正法に適合した地域公共交通計
画を策定予定の2市（対馬市、壱岐市）において、事業者を交え
た意見交換を実施した。

●事業の成果
複数の市町と意見交換を実施することで、持続
可能な公共交通ネットワークの形成を図るため
の取組を進めることができた。
●事業群の目標達成への寄与
県内市町において、持続可能な公共交通ネット
ワークの形成を図るための取組は進んでおり、
目標達成に向けて寄与できた。

市 町 へ の ア ド バ イ
ザー派遣回数（回）

―

R2-
地域公共交通網形成
計画（地域公共交通
計画）の着手又は策
定 市 町 数 （ 市 町 ( 累
計)）

交通政策課 県内市町



ⅵ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

取組
項目
ⅳ
ⅴ

○ 5

離島航空路線対策事業

― ⑩

離島航空路線の維持存続を図り、住民の移動手段はもとより地域振興のための交
流活性化に貢献していくには、引き続きORCの経営基盤の強化を図っていく必要があ
る。ORCでは、令和4年度から、順次機材更新を進めており、機材更新や離島航空路
の運航・安全整備等に対する支援を行うとともに、令和元年度からの離島航空路線活
性化スキームに基づき、ANAや地元市、NABIC等関係者と協力してORCの経営基盤
や体制強化を図っていく。

現状維持

H21-

交通政策課

持続可能な地域公共交通網の形成に向けた支援

令和2年11月に地域公共交通活性化再生法が改正され、持続可能な旅客運送サービスの提供を確保するため、地方公共
団体による地域公共交通計画の策定が努力義務化された。県としても、事業者を交えた意見交換を通して、市町における計
画策定の後押しをすることができた。一方で、計画を未策定または、今後、見直しの必要がある市町もある。

地域公共交通計画の策定や見直しが必要な市町について、引き続き、事業者を交えた意見
交換を通じて地域の課題把握に努めながら、地域毎の最適な計画の策定等を後押ししてい
く。

取組
項目
ⅲ
ⅳ

○ 4

地方バス対策事業

＿ ⑩

地域住民の生活や観光客の移動手段として必要不可欠な路線バスについては、利
用者数が年々減少しており、路線バスの赤字路線の比率も年々増加していることか
ら、今後もバス路線を維持・確保していくため、関係市町やバス事業者からの意見を
伺いながら引き続き支援を行っていく。

現状維持

S47-

交通政策課

取組
項目
ⅱ
ⅳ

○ 3

島原鉄道整備促進事業

＿ ⑤

取組
項目
ⅵ

○ 6

地域公共交通再編推進
事業

＿ ①
事業者を交えた市町との意見交換を通じて地域の課題把握に努めながら、地域毎

の最適な地域公共交通計画の策定や見直しを後押ししていく。
現状維持

R2-

交通政策課

本事業は、平成25年度に策定された島原鉄道の平成26年度～令和5年度の施設整
備計画に対し、国・県・沿線市で補助を行っているものである。島原鉄道の安全運行を
確保するため、引き続き施設整備計画に基づく施設整備に対し、国・県・沿線市ととも
に支援を行っていくとともに、事業者に対しては更なる増収対策等の推進を促してい
く。

現状維持

H19-

交通政策課

○ 2

松浦鉄道整備促進事業

＿ ⑤

本事業は、平成25年度に策定された松浦鉄道の平成26年度～令和5年度の施設整
備計画に対し、国・沿線県・沿線市町で補助を行っているものである。松浦鉄道の安
全運行を確保するため、引き続き施設整備計画に基づく施設整備に対し、国・沿線
県・沿線市町とともに支援を行っていくとともに、事業者に対しては更なる増収対策等
の推進を促していく。

現状維持

H18-

交通政策課

取組
項目
ⅰ
ⅳ

○ 1

生活航路改善対策事業

＿ ⑩
住民の生活に必要不可欠な離島航路については、引き続き、国・県・市町で欠損補

助を行うとともに、航路毎の実情や地元市町・事業者の意見等を踏まえ、航路改善計
画などを通して経営改善が図られるよう促していく。

現状維持

H7-

交通政策課

４．令和４年度見直し内容及び令和５年度実施に向けた方向性
取
組
項
目

中
核
事
業

事
業
番
号

事務事業名
令和４年度事業の実施にあたり見直した内容

令和５年度事業の実施に向けた方向性

事業期間 事業構築
の視点

見直しの方向 見直し区分
所管課(室)名 ※令和４年度の新たな取組は「R４新規」等と、見直しがない場合は「―」と記載



注：「２．令和３年度取組実績」に記載している事業のうち、令和３年度終了事業、100%国庫事業など
で県の裁量の余地がない事業、公共事業評価対象事業、研究事業評価対象事業、指定管理者制
度導入施設評価対象事業については、記載対象外としています。

【事業構築の視点】

①　視点①　事業群としての成果目標に対し、特に効果が高い事業の見極め、 事業の選択と集中ができているか。
②　視点②　指標の進捗状況に応じて、その要因分析及びさらに高い効果を出すための工夫、目標に近づけるための
　　工夫を検討・実施できているか。
③　視点③　人員・予算を最大限効果的に活用するための事務・事業の廃止・見直しができているか。
④　視点④　政策間連携により事業効果が高められないか。事業群としてリーダーの明確化、関係課の役割分担・
　　協力関係の整理ができているか。
⑤　視点⑤　県と市町の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑥　視点⑥　県と民間の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑦　視点⑦　戦略的に関係者の行動を引き出せているか。
⑧　視点⑧　国制度等の最大限の活用が図られているか。国へ政策提案（制度改正要望）する必要はないか。
⑨　視点⑨　経済情勢等、環境の変化に対応した効果的・適切な見直しとなっているか。
⑩　その他の視点


